



――東京地判平成 21 年３月 19 日判例時報 2052 号 108 頁―─
李 秀 威
Ⅰ 事実の概要
被告Y社は，昭和 56 年２月 19 日に設立された，信用保証業務等を目的とす
る株式会社である。定款上，発行株式全部について，譲渡による取得の場合，
取締役会の承認を要する旨の規定が設けられている。原告 Xは被告の監査役
である（平成 18 年 12 月 21 日就任）。なお，被告の株主はすべて大手金融機関
である。
平成 15 年６月 24 日，Y社の株主総会において，Y社の業績と株主利益向上
に対する経営陣の意欲や士気の高揚を目的として，ストック・オプション制度





と，また，新株予約権の行使期間は平成 16 年６月 19 日から平成 25 年６月 24
日までとされていた。























































































































に基づく新株発行の無効」金判 1327 号４頁（2009 年），松井信憲『商業登記ハンド
ブック（第２版）』（商事法務，2009 年）350 頁。
⑵ 江頭・前掲⑴ 17 頁。
































ければならない（旧商法 280ノ 21 第１項）。さらに，本件のY社はいわゆる株
式譲渡制限会社であるため，株主以外の者に対し新株予約権を発行する場合は，
株主総会の特別決議を要するとされる（旧商法 280ノ 27 第１項但書）。また，
本件の争点の一つとされる新株予約権の行使条件の決定も株主総会特別決議を


























ついて，新株発行の無効原因があると解された事例」判時 2075 号 200 頁（2010 年）。
⑸ 片木・前掲⑷ 200 頁。
⑹ 吉本・前掲⑴４頁。





























































































































⑾ 江頭・前掲⑴ 286 頁，江頭憲治郎『株式会社法（第３版）』（有斐閣，2009 年）650
頁注⑵，722 頁。
⑿ 杉田・前掲⑼ 73-74 頁。
⒀ 片木・前掲⑷ 201 頁，吉本・前掲⑴４頁。






























































⒄ 最高裁平成元年（オ）第 666 号同５年 12 月 16 日，判時 1490 号 134 頁。
⒅ この特徴に注目すれば，判旨が募集事項の公示の欠缺を扱った最高裁の判例（最








































ジュリ 1417 号 160 頁（2011 年），松岡啓祐「新株予約権の行使条件に違反する新株
予約権の行使に基づいて発行された新株について，新株発行の無効原因があるとさ
れた事例」月刊監査役 577 号 59 頁（2010 年），松山三和子「新株予約権の目的の新
株発行の瑕疵」民事法情報 280 号 14 頁（2010 年）。
